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【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年８月７日

【四半期会計期間】 第47期第１四半期(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

【会社名】 ジオスター株式会社

【英訳名】 GEOSTR Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 栗 山 実 則

【本店の所在の場所】 東京都文京区小石川一丁目28番１号

【電話番号】 03(5844)1200(代表)

【事務連絡者氏名】 執行役員 経営管理部経理チームリーダー 古 橋 義 孝

【最寄りの連絡場所】 東京都文京区小石川一丁目28番１号

【電話番号】 03(5844)1200(代表)

【事務連絡者氏名】 執行役員 経営管理部経理チームリーダー 古 橋 義 孝

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

ジオスター株式会社 大阪支店

(大阪府大阪市中央区淡路町四丁目３番10号)

ジオスター株式会社 名古屋支店

(愛知県名古屋市中区錦二丁目15番22号)

ジオスター株式会社 九州支店

(福岡県福岡市博多区博多駅前三丁目19番５号)

(注) 上記の名古屋支店及び九州支店は、金融商品取引法に規定する縦覧場所では

ありませんが、投資家の便宜を考慮して、縦覧に供する場所としております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第１四半期
連結累計期間

第47期
第１四半期
連結累計期間

第46期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 3,092,911 4,011,698 19,887,644

経常損失(△) (千円) △310,873 △271,596 △276,176

親会社株主に帰属する四半期(当
期)純損失(△)

(千円) △204,356 △221,144 △267,726

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △124,338 △236,835 △194,584

純資産額 (千円) 14,246,763 14,160,098 14,428,259

総資産額 (千円) 21,404,437 27,328,015 26,340,047

１株当たり四半期（当期)純損失
金額(△)

(円) △6.53 △7.07 △8.56

潜在株式調整後１株当たり四半
期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 66.41 50.96 53.77

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期（当期）純損失（△）」を「親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株主に帰属する四半期（当期）純損失（△）」としております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

また、主要な関係会社の異動もありません。

なお、連結子会社である和泉工業株式会社、関西ジオスター株式会社及び九州ジオスター株式会社は、平成27年４

月１日付けで連結子会社であるジオファクト株式会社と合併いたしました。

この結果、平成27年６月30日現在では、当社グループは、当社、親会社、子会社４社により構成されることとなり

ました。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費は実質所得の下げ止まりや消費者マインドの改善な

どから持ち直しの動きを見せ、設備投資においても好調な企業収益を背景に回復を続けており、ペースは緩やかな

がら回復を続けています。

当社グループの属する建設業界につきましては、土木事業分野においては、公共投資は引き続き高水準で推移し

ているものの、建設需要の拡大に伴う建設技能労働者の不足などから、先行きは予断を許さない事業環境が続いて

います。また、建築事業分野においても、新設住宅着工戸数は、前連結会計年度の後半から持ち直し傾向であるも

のの、緩やかな回復にとどまっており、依然、厳しい事業環境となっています。

このような状況下、当社グループは、大幅な受注増に適切に対応するため、各工場の設備投資、整流化対策、相

互連携強化に取り組み、生産体制の整備を行いました。また、業界トップ水準の技術力・収益力・財務体質を堅

持・向上するため、事業基盤の整備・強化に積極的に取り組みました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高40億11百万円（前年同期比29.7％増）、営業損失２億80百

万円（前年同期は３億19百万円の損失）、経常損失２億71百万円（前年同期は３億10百万円の損失）、親会社株主に

帰属する四半期純損失２億21百万円（前年同期は２億４百万円の損失）となりました。

セグメント業績は次のとおりであります。

土木

前連結会計年度に受注した過去最大規模のプロジェクトである東京外かく環状道路向けセグメントに関しまし

ては、ＲＣセグメントの生産は順調に進んでおりますが、当第１四半期累計期間の売上計上はなく、第２四半期

会計期間より売上が計上される予定です。また、同プロジェクトの合成セグメントにつきましては、第２四半期

会計期間の生産開始に向けて設備増強工事を推し進めております。

当第１四半期連結累計期間の土木事業全体の売上高は、セグメント製品の売上高が増加したこと等により、30

億39百万円（前年同期比52.0％増）となり、営業損失は１億90百万円（前年同期は２億33百万円の損失）となり

ました。

建築

戸建鉄筋コンクリート住宅を販売する100％子会社のレスコハウス株式会社は、前連結会計年度に立案した収益

改善計画を着実に実行しており、受注の確保・拡大、コスト削減に全力で取り組んでおります。

当第１四半期連結累計期間における建築事業全体の売上高は、９億71百万円（前年同期比11.1％減）、営業損失

は90百万円（前年同期は85百万円の損失）となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した対処すべき課題はありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、39百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

土木事業分野の主力製品であるセグメント製品(トンネルの構造部材)、プレス土木製品、ＲＣ土木製品の大半は

公共工事に使用されます。公共工事投資の動向は、日本政府及び地方自治体の政策によって決定されるものであり、

当社グループの業績は、公共工事投資動向により影響を受ける可能性があります。

戸建鉄筋コンクリート住宅の製造、販売を行う建築事業分野は、景気動向、住宅税制関連法規の改正、金利動向、

地価動向などの影響を受ける可能性があります。

当社グループを取り巻く事業環境は、土木事業分野においては、公共工事は復興関連・インフラ整備等の執行か

ら高水準を維持しているものの、建設需要の拡大に伴う建設技能労働者の不足、建設資材価格の上昇などもあり、

先行きは予断を許さない事業環境が続いています。また、建築事業分野においては、消費税率引き上げに伴う駆け

込み需要の反動減の影響が薄れ、緩やかな持ち直しが見えてまいりましたが、景気先行き不透明感もあり引き続き

厳しい事業環境となっております。

当社グループはこのような状況に対処するため、全社員・グループ会社一丸となり「成長する新ジオスターの創

出」を目指し、事業構造・収益構造・組織の変革に取り組むと同時に財務体質の強化を図り、更なる企業価値向上

に努めてまいります。

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、事業環境及び現在入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するように努めてお

ります。当社グループを取り巻く事業環境は引き続き厳しい状況が続いておりますが、今後、道路・交通などの都

市インフラ整備が見込まれるなどの明るい兆しが見えてまいりました。このような事業環境の下、当社グループは

新たな事業領域の拡大に努めるとともに更なる体質改善を図ることで経営基盤の強化と収益力向上に取り組んでま

いります。
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第３ 【提出会社の状況】

　

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 56,800,000

計 56,800,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在発行数
(株)

(平成27年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,530,000 31,530,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数
1,000株

計 31,530,000 31,530,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当する事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当する事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当する事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総

数増減数
(株)

発行済株式総
数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年４月１日～
平成27年６月30日

― 31,530,000 ― 3,352,250 ―
2,868,896

(注)
(注) 提出会社の個別上の資本準備金残高であります。

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成27年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 244,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 31,260,000 31,260 ―

単元未満株式 普通株式 26,000 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 31,530,000 ― ―

総株主の議決権 ― 31,260 ―

(注) １．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれております。

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式828株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所 有 株 式 数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割

合(％)

(自己保有株式)

ジオスター株式会社
東京都文京区小石川一丁
目28番1号

244,000 ― 244,000 0.77

計 ― 244,000 ― 244,000 0.77

(注) 平成27年６月30日現在の当社保有の自己株式数は244,888株であります。

２ 【役員の状況】

該当する事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

　

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,002,499 561,324

預け金 901,002 1,171,370

受取手形及び売掛金 8,195,296 6,044,093

商品及び製品 3,120,352 4,107,560

仕掛品 262,817 375,255

原材料及び貯蔵品 1,325,183 1,241,689

未収入金 1,777,895 3,069,522

その他 649,198 662,709

貸倒引当金 △722 △455

流動資産合計 17,233,523 17,233,069

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,435,673 1,436,294

機械装置及び運搬具（純額） 817,231 1,059,760

土地 4,460,186 4,463,336

その他（純額） 542,281 1,252,921

有形固定資産合計 7,255,373 8,212,312

無形固定資産 103,472 100,315

投資その他の資産

投資有価証券 1,423,412 1,463,930

その他 357,517 351,506

貸倒引当金 △33,252 △33,119

投資その他の資産合計 1,747,677 1,782,317

固定資産合計 9,106,524 10,094,945

資産合計 26,340,047 27,328,015
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,308,327 3,693,821

短期借入金 1,760,000 1,647,350

未払法人税等 45,581 15,347

未払消費税等 40,701 27,850

未払金 1,874,346 1,773,423

完成工事補償引当金 45,626 58,174

賞与引当金 302,428 147,180

受注損失引当金 2,762 7,800

その他 584,459 1,335,128

流動負債合計 8,964,234 8,706,077

固定負債

長期借入金 1,550,000 3,050,000

役員退職慰労引当金 77,203 83,740

退職給付に係る負債 455,350 445,093

資産除去債務 135,954 135,958

その他 729,045 747,046

固定負債合計 2,947,553 4,461,839

負債合計 11,911,788 13,167,916

純資産の部

株主資本

資本金 3,352,250 3,352,250

資本剰余金 4,384,580 4,384,580

利益剰余金 6,035,124 5,782,694

自己株式 △28,528 △28,568

株主資本合計 13,743,425 13,490,955

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 498,900 526,620

為替換算調整勘定 1,799 △13,773

退職給付に係る調整累計額 △81,742 △78,299

その他の包括利益累計額合計 418,957 434,547

非支配株主持分 265,876 234,595

純資産合計 14,428,259 14,160,098

負債純資産合計 26,340,047 27,328,015
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 3,092,911 4,011,698

売上原価 2,574,289 3,393,990

売上総利益 518,622 617,707

販売費及び一般管理費 837,772 898,388

営業損失（△） △319,150 △280,681

営業外収益

受取利息 675 474

受取配当金 5,638 6,974

その他 2,712 6,154

営業外収益合計 9,025 13,604

営業外費用

支払利息 632 3,492

その他 117 1,026

営業外費用合計 749 4,519

経常損失（△） △310,873 △271,596

特別利益

固定資産売却益 41 85

特別利益合計 41 85

特別損失

固定資産除売却損 265 15,198

特別損失合計 265 15,198

税金等調整前四半期純損失（△） △311,098 △286,709

法人税等 △106,797 △49,245

四半期純損失（△） △204,300 △237,464

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

56 △16,319

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △204,356 △221,144
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純損失（△） △204,300 △237,464

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 77,431 27,719

為替換算調整勘定 - △30,534

退職給付に係る調整額 2,530 3,443

その他の包括利益合計 79,962 628

四半期包括利益 △124,338 △236,835

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △124,394 △205,554

非支配株主に係る四半期包括利益 56 △31,280
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　当第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるジオファクト株式会社は、当社の連結子会社で

あった和泉工業株式会社、関西ジオスター株式会社及び九州ジオスター株式会社を吸収合併いたしました。

(会計方針の変更)

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25

年９月13日）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から

非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期

間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、主として当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間（自

平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に売上が集中しているため、第

１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高

が著しく多くなるといった季節的変動があります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第

１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償

却額は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 95,905千円 153,668千円

のれんの償却額 1,000 1,000
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 62,573 2.0 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 31,285 1.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

土木 建築 合計
調整額
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額

(注２)

売上高

外部顧客への売上高 2,000,086 1,092,825 3,092,911 ― 3,092,911

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,371 3,973 5,345 △5,345 ―

計 2,001,457 1,096,799 3,098,257 △5,345 3,092,911

セグメント損失(△) △233,237 △85,912 △319,150 ― △319,150

(注) １．調整額は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

土木 建築 合計
調整額
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額

(注２)

売上高

外部顧客への売上高 3,039,725 971,972 4,011,698 ― 4,011,698

セグメント間の内部売上高
又は振替高

2,265 37,081 39,347 △39,347 ―

計 3,041,991 1,009,053 4,051,045 △39,347 4,011,698

セグメント損失(△) △190,619 △90,061 △280,681 ― △280,681

(注) １．調整額は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △6円53銭 △7円７銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）(千

円)
△204,356 △221,144

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失

金額（△）(千円)
△204,356 △221,144

普通株式の期中平均株式数(株) 31,286,322 31,285,152

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当する事項はありません。
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２ 【その他】

該当する事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年８月７日

ジオスター株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田 島 祥 朗 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 田 尚 宏 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジオスター株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジオスター株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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(注)  上記の名古屋支店及び九州支店は、金融商品取引法に規定する縦覧場所ではありませんが、投資家の便宜を考

慮して、縦覧に供する場所としております。 

【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年８月７日 

【会社名】 ジオスター株式会社 

【英訳名】 GEOSTR Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  栗山  実則 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役常務執行役員 藤原 知貴 

【本店の所在の場所】  東京都文京区小石川一丁目28番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

    (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  ジオスター株式会社  大阪支店 

    (大阪府大阪市中央区淡路町四丁目３番10号) 

  ジオスター株式会社  名古屋支店 

    (愛知県名古屋市中区錦二丁目15番22号) 

  ジオスター株式会社  九州支店 

    (福岡県福岡市博多区博多駅前三丁目19番５号) 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長 栗山 実則及び当社最高財務責任者 藤原 知貴は、当社の第47期第１四半期（自  平成27  

年４月１日  至  平成27年６月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されている

ことを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

 


